
第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項 

  四 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する基本的記載事項 

   ４  特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者の 

    確保及び資質の向上のために講ずる措置に関する事項 

     質の高い特定教育・保育及び特定地域型保育並びに地域子ども・子育て支援事業（以下「特定教 

    育・保育等」という。）の提供に当たって基本となるのは人材であり、国、都道府県、市町村及び 

    特定教育・保育等を提供する事業者は、特定教育・保育等に係る人材の確保及び養成を総合的に推 

    進することが重要である。  

     都道府県は、このための中心的な役割を担っており、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画 

    において、保育教諭、幼稚園教諭、保育士その他の特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並 

    びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関する 

    事項（特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の見込数を含む。）を定めること。この場合に 

    おいて、特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の養成及び就業の促進等に関する事項を盛り 

    込むこと。その際、処遇改善を始めとする労働環境等にも配慮すること。また、地域子ども・子育 

    て支援事業についても、従事する者の確保及び資質の向上が必要であることから、都道府県は、必 

    要な支援を行うこと。 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付及び地域 
子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成26年内閣府告示第159号）（抄） 
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